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　日本銀行は、１、４、７、10月の政策委員会・金融政策決定会合において、先行きの経済・物価見
通しや上振れ・下振れ要因を詳しく点検し、そのもとでの金融政策運営の考え方を整理した「経済・物
価情勢の展望」（展望レポート）を決定し、公表しています。本稿では、2020年１月の展望レポート（基
本的見解は１月21日、背景説明を含む全文は１月22日公表）のポイントを解説します。
＊全文は日本銀行ホームページに掲載されています。https://www.boj.or.jp/mopo/outlook/index.htm/

「
経
済
・
物
価
情
勢
の
展
望
」（
展
望
レ
ポ
ー
ト
）

二
〇
二
〇
年
一
月

二
〇
一
九
～
二
〇
二
一
年
度
の

中
心
的
な
見
通
し
（
図
表
１
・
２
）

【
景
気
】

　

当
面
、
海
外
経
済
の
減
速
の
影
響
が

残
る
も
の
の
、
国
内
需
要
へ
の
波
及
は

限
定
的
と
な
り
、
二
〇
二
一
年
度
ま
で

の
見
通
し
期
間
を
通
じ
て
、
景
気
の
拡

大
基
調
が
続
く
と
み
ら
れ
る
。

　

輸
出
は
、
当
面
、
弱
め
の
動
き
と
な

る
も
の
の
、
海
外
経
済
が
総
じ
て
み
れ

ば
緩
や
か
に
成
長
し
て
い
く
も
と
で
、

基
調
と
し
て
は
緩
や
か
に
増
加
し
て
い

く
と
考
え
ら
れ
る
。
国
内
需
要
も
、
足

も
と
で
は
消
費
税
率
引
き
上
げ
や
自
然

災
害
な
ど
の
影
響
か
ら
減
少
し
て
い
る

も
の
の
、
き
わ
め
て
緩
和
的
な
金
融
環

境
や
積
極
的
な
政
府
支
出
な
ど
を
背
景

に
、
所
得
か
ら
支
出
へ
の
前
向
き
の
循

環
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
持
続
す
る
も
と
で
、

増
加
基
調
を
た
ど
る
と
見
込
ま
れ
る
。

【
物
価
】

　

消
費
者
物
価
（
除
く
生
鮮
食
品
）
の

前
年
比
は
、
当
面
、
既
往
の
原
油
価
格

の
下
落
の
影
響
な
ど
を
受
け
つ
つ
も
、

見
通
し
期
間
を
通
じ
て
マ
ク
ロ
的
な
需

給
ギ
ャ
ッ
プ
が
プ
ラ
ス
の
状
態
を
続
け

る
こ
と
や
中
長
期
的
な
予
想
物
価
上

昇
率
が
高
ま
る
こ
と
な
ど
を
背
景
に
、

二
％
に
向
け
て
徐
々
に
上
昇
率
を
高
め

て
い
く
と
考
え
ら
れ
る
。

リ
ス
ク
バ
ラ
ン
ス

�　

経
済
の
見
通
し
に
つ
い
て
は
、
海
外

経
済
の
動
向
を
中
心
に
下
振
れ
リ
ス
ク

の
方
が
大
き
い
。
物
価
の
見
通
し
に
つ

い
て
は
、
経
済
の
下
振
れ
リ
ス
ク
に
加

え
て
、
中
長
期
的
な
予
想
物
価
上
昇
率

の
動
向
の
不
確
実
性
な
ど
か
ら
、
下
振

れ
リ
ス
ク
の
方
が
大
き
い
。
二
％
の「
物

価
安
定
の
目
標
」
に
向
け
た
モ
メ
ン
タ

ム
は
維
持
さ
れ
て
い
る
が
、
な
お
力
強

さ
に
欠
け
て
お
り
、
引
き
続
き
注
意
深

く
点
検
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

金
融
政
策
運
営

�　

二
％
の
「
物
価
安
定
の
目
標
」
の
実

現
を
目
指
し
、
こ
れ
を
安
定
的
に
持
続

す
る
た
め
に
必
要
な
時
点
ま
で
、「
長

短
金
利
操
作
付
き
量
的
・
質
的
金
融
緩

和
」
を
継
続
す
る
。
マ
ネ
タ
リ
ー
ベ
ー

ス
に
つ
い
て
は
、消
費
者
物
価
指
数（
除

く
生
鮮
食
品
）
の
前
年
比
上
昇
率
の
実
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績
値
が
安
定
的
に
二
％
を
超
え
る
ま

で
、
拡
大
方
針
を
継
続
す
る
。
政
策
金

利
に
つ
い
て
は
、「
物
価
安
定
の
目
標
」

に
向
け
た
モ
メ
ン
タ
ム
が
損
な
わ
れ
る

惧
れ
に
注
意
が
必
要
な
間
、
現
在
の
長

短
金
利
の
水
準
、
ま
た
は
、
そ
れ
を
下

回
る
水
準
で
推
移
す
る
こ
と
を
想
定
し

て
い
る
。
今
後
と
も
、
金
融
政
策
運
営

の
観
点
か
ら
重
視
す
べ
き
リ
ス
ク
の
点

検
を
行
う
と
と
も
に
、
経
済
・
物
価
・

金
融
情
勢
を
踏
ま
え
、「
物
価
安
定
の

目
標
」
に
向
け
た
モ
メ
ン
タ
ム
を
維
持

す
る
た
め
、
必
要
な
政
策
の
調
整
を
行

う
。
特
に
、
海
外
経
済
の
動
向
を
中
心

に
経
済
・
物
価
の
下
振
れ
リ
ス
ク
が
大

 

 

図表１ 
 
（１）実質ＧＤＰ 
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（２）消費者物価指数（除く生鮮食品） 

（注１） 実線は実績値、点線は政策委員見通しの中央値を示す。

（注２） 　、△、▼は、各政策委員が最も蓋然性が高いと考える見通しの数値を示すとともに、その形状で各政策委員が

考えるリスクバランスを示している。　は「リスクは概ね上下にバランスしている」、

△は「上振れリスクが大きい」、▼は「下振れリスクが大きい」と各政策委員が考えていることを示している。

（注３） 消費者物価指数（除く生鮮食品）は、2014年度、2015年度については、2014年4月の消費税率引き上げの直接的

な影響を除いたベース。

き
い
も
と
で
、
先
行
き
、「
物
価
安
定

の
目
標
」
に
向
け
た
モ
メ
ン
タ
ム
が
損

な
わ
れ
る
惧
れ
が
高
ま
る
場
合
に
は
、

躊
躇
な
く
、
追
加
的
な
金
融
緩
和
措
置

を
講
じ
る
。
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（１）実質ＧＤＰ 
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（注１） 実線は実績値、点線は政策委員見通しの中央値を示す。

（注２） 　、△、▼は、各政策委員が最も蓋然性が高いと考える見通しの数値を示すとともに、その形状で各政策委員が

考えるリスクバランスを示している。　は「リスクは概ね上下にバランスしている」、

△は「上振れリスクが大きい」、▼は「下振れリスクが大きい」と各政策委員が考えていることを示している。

（注３） 消費者物価指数（除く生鮮食品）は、2014年度、2015年度については、2014年4月の消費税率引き上げの直接的

な影響を除いたベース。

図表1　政策委員の経済・物価見通しとリスク評価
（1）実質 GDP
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（注１）�実線は実績値、点線は政策委員見通しの中央値を示す。
（注２）�●、△、▼は、各政策委員が最も蓋然性が高いと考える見通しの数値を示すとともに、その形状で各政

策委員が考えるリスクバランスを示している。●は「リスクは概ね上下にバランスしている」、△は「上
振れリスクが大きい」、▼は「下振れリスクが大きい」と各政策委員が考えていることを示している。

（注３）�消費者物価指数（除く生鮮食品）は、2014 年度、2015 年度については、2014 年 4 月の消費税率引き
上げの直接的な影響を除いたベース。

（前年比、％） （前年比、％）

2014 年度  2015　　 2016　    2017　   2018　    2019　    2020       2021　

（�注）教育無償化政策については、高等教育無償化等が 2020 年４月に導入されることを前提としている。

図表２　政策委員見通しの中央値 （対前年度比、％）

実質 GDP 　　消費者物価指数
 　　（除く生鮮食品）

2019 年度 ＋ 0.8 ＋ 0.6 ＋ 0.4

　　 （10 月時点の見通し） （＋ 0.6） （＋ 0.7） （＋ 0.5）

2020 年度 ＋ 0.9 ＋ 1.0 ＋ 0.9

　　 （10 月時点の見通し） （＋ 0.7） （＋ 1.1） （＋ 1.0）

2021 年度 ＋ 1.1 ＋ 1.4

（＋ 1.5）　　 （10月時点の見通し） （＋ 1.0）

（参考）消費税率引き上げ・教育
無償化政策の影響を除くケース
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Ⅰ
．
各
地
域
の

　
　

 

景
気
判
断
の
概
要

　
　
　

  　
　

二
〇
二
〇
年
一
月

　

各
地
域
の
景
気
の
総
括
判
断

を
み
る
と
、
全
て
の
地
域
で
「
拡

大
」
ま
た
は
「
回
復
」
と
し
て

い
る
。
こ
の
背
景
と
し
て
は
、

海
外
経
済
の
減
速
や
自
然
災
害

な
ど
の
影
響
か
ら
輸
出
・
生
産

や
企
業
マ
イ
ン
ド
面
に
弱
め
の

動
き
が
み
ら
れ
る
も
の
の
、
企

業
・
家
計
の
両
部
門
に
お
い
て
、

所
得
か
ら
支
出
へ
の
前
向
き
な

循
環
が
働
く
も
と
で
、
設
備
投

資
や
個
人
消
費
と
い
っ
た
国
内

需
要
が
増
加
基
調
を
続
け
て
い

る
こ
と
が
あ
る
。

　「地域経済報告」（さくらレポート）は、日本銀行本支店等が、日頃、企業ヒアリング等
を通じて行っている各地域の経済金融情勢に関する調査の結果を、年４回（１月、４月、７月、
10 月）の支店長会議の機会毎に取りまとめたものです。また、その時々のトピックスにつ
いても、本報告の別冊として、原則年２回、まとめています。
＊全文は日本銀行ホームページに掲載されています。https://www.boj.or.jp/research/brp/rer/index.htm/

「
地
域
経
済
報
告
」（
さ
く
ら
レ
ポ
ー
ト
）

（注）前回との比較の「　　」、「　　」は、前回判断に比較して景気の改善度合いまたは悪化度合いが変化し
たことを示す（例えば、改善度合いの強まりまたは悪化度合いの弱まりは、「　　」）。なお、前回に比較し景
気の改善・悪化度合いが変化しなかった場合は、「　　」となる。

【19/10月判断】
前回との
比較

【20/1月判断】

北海道 緩やかに拡大している 緩やかに拡大している

東　北
一部に弱めの動きがみられるもの
の、緩やかな回復を続けている

弱めの動きが広がっているものの、
緩やかな回復を続けている

北　陸 緩やかに拡大している
引き続き拡大基調にあるが、その
速度は一段と緩やかになっている

関　東
甲信越

輸出・生産面に海外経済の減速の
影響がみられるものの、緩やかに
拡大している

海外経済の減速や自然災害などの
影響がみられるものの、基調とし
ては緩やかに拡大している

東　海 拡大している 緩やかに拡大している

近　畿
一部に弱めの動きがみられるもの
の、緩やかな拡大を続けている

一部に弱めの動きがみられるもの
の、緩やかな拡大を続けている

中　国
一部に弱めの動きがみられるもの
の、緩やかに拡大している

幾分ペースを鈍化させつつも、基
調としては緩やかに拡大している

四　国 回復している
一部に弱めの動きがみられるもの
の、回復している

九州・
沖縄

緩やかに拡大している 緩やかに拡大している
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前
回
（
二
〇
一
九
年
十
月
時
点
）

と
比
較
す
る
と
、
三
地
域
（
北
陸
、

東
海
、
中
国
）
が
判
断
を
引
き
下

げ
た
一
方
、
残
り
の
六
地

域
で
は
判
断
に
変
更
は
な

い
と
し
て
い
る
。

１
．�

は
じ
め
に

　

わ
が
国
で
は
、
企
業
等
の
人
手
不

足
感
の
強
い
状
態
が
続
い
て
い
る
。

人
手
不
足
の
背
景
に
は
、
景
気
の
回

復
・
拡
大
基
調
に
加
え
て
、一
九
九
〇

年
代
半
ば
以
降
、
生
産
年
齢
人
口
が

減
少
傾
向
を
た
ど
っ
て
い
る
こ
と
が

あ
る
。
東
京
圏
と
地
方
圏
を
分
け
る

と
（
注
１
）、
特
に
地
方
圏
に
お
け
る

減
少
が
目
立
つ
。
先
行
き
に
つ
い
て

も
、
二
〇
一
五
年
を
起
点
と
し
た
五

年
ご
と
の
累
積
変
化
を
み
る
と
、
東

京
圏
が
二
〇
二
五
年
ま
で
は
ほ
ぼ
横

ば
い
と
な
る
中
、
地
方
圏
は
三
〇
年

間
で
約
三
割
減
少
す
る
予
測
と
な
っ

て
い
る
（
図
表
１
）。

　

地
方
圏
で
は
、
若
年
層

を
中
心
と
し
た
東
京
圏
へ

の
人
口
転
出
が
生
産
年
齢

人
口
の
下
押
し
に
効
い
て

い
る
。
地
方
圏
か
ら
東
京

圏
へ
の
転
出
超
過
数
は
、

こ
こ
数
年
は
景
気
の
回
復
・

拡
大
が
続
く
も
と
で
増
加

傾
向
に
あ
る
。
二
〇
一
八

年
の
人
口
移
動
を
年
齢
階

層
別
に
み
る
と
、
一
五
歳

か
ら
二
九
歳
の
若
年
層
の

転
出
が
多
い
（
図
表
２
）。
こ

れ
は
進
学
・
就
職
を
機
に

東
京
圏
に
転
出
す
る
こ
と

Ⅱ
．�

別
冊
「
地
域
に
お
け
る
人
材
の
確
保
・
育
成
に
向
け
た

　
　
　

企
業
等
の
取
り
組
み
」

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
二
〇
一
九
年
十
二
月
 

図表1　生産年齢人口の推移

1 
 

 

 

 
 

（図表１）生産年齢人口の推移
＜実績＞ ＜先行き予測＞

（出所）総務省「人口推計」「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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（図表２）地方圏から東京圏への転出入の状況
＜時系列推移＞ ＜2018年の年齢階層別＞

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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（出所）総務省「人口推計」「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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（
注�

１
）
本
稿
で
は
「
東
京
圏
」
と
は
東
京
都
、
神
奈
川
県
、

埼
玉
県
、
千
葉
県
を
指
す
。
こ
れ
に
対
し
「
地
方
圏
」
と

い
う
場
合
は
、
東
京
圏
以
外
の
道
府
県
を
指
す
。
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を
示
し
て
い
る
（
図
表
３
）。

　

人
口
の
減
少
は
、
地
域
経
済
に
と

っ
て
消
費
市
場
の
縮
小
と
労
働
力
の

減
少
と
い
う
需
要
・
供
給
の
両
面
か

ら
負
の
影
響
を
及
ぼ
す
。
こ
う
し
た

構
造
的
な
下
押
し
圧
力
に
対
し
て
、

地
方
圏
を
中
心
に
企
業
等
か
ら
強
い

危
機
感
が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
生
産
年
齢
人
口
の
減
少

と
い
う
逆
風
の
も
と
で
、
企
業
や
自

治
体
、
教
育
機
関
等
は
、
人
材
の
確

保
・
育
成
に
ど
の
よ
う
に
取
り
組
ん

で
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
企
業
等
を

取
り
巻
く
環
境
は
、
こ
う
し
た
構
造

的
な
下
押
し
圧
力
だ
け
で
な
く
、
働

き
方
に
関
す
る
人
々
の
考
え
方
の
多

様
化
な
ど
に
よ
り
、
大
き
く
変
化
し

て
い
る
面
も
あ
る
。

　

以
下
で
は
、
日
本
銀
行
本
支
店
・

事
務
所
が
実
施
し
た
全
国
約
一
八
〇

〇
先
の
企
業
等
に
対
す
る
聞
き
取
り

調
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
個
別
の
企

業
等
の
取
り
組
み
や
地
域
に
人
を
呼

び
込
む
と
い
う
視
点
か
ら
の
関
係
者

間
で
の
連
携
の
動
き
、
そ
れ
に
よ
る

成
果
、
そ
し
て
地
域
全
体
の
課
題
や

展
望
に
つ
い
て
整
理
す
る
。

２
．�

人
材
の
確
保
・
育
成
に
向
け

た
具
体
的
な
取
り
組
み

（
１
）�

個
別
企
業
の
取
り
組
み

　

ま
ず
、
個
別
の
企
業
等
か
ら
聞

か
れ
た
人
材
の
確
保
・
育
成
に
向

け
た
取
り
組
み
を
概
観
す
る
。
企

業
等
の
取
り
組
み
は
、
相
互
に
重

な
り
合
う
部
分
が
あ
る
も
の
の
、
以

下
の
と
お
り
、
大
き
く
五
つ
の
特

徴
的
な
動
き
に
整
理
で
き
る
。

①�

企
業
の
認
知
度
向
上
に
よ
る
中
長

期
的
な
採
用
力
の
強
化

　

第
一
は
、
企
業
の
認
知
度
向
上

に
よ
る
中
長
期
的
な
採
用
力
の
強

化
で
あ
る
。
小
中
学
生
な
ど
を
対

象
と
し
た
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
な
ど

幅
広
い
世
代
に
対
し
て
情
報
発
信

を
強
化
し
、
企
業
の
認
知
度
向
上

を
通
じ
て
中
長
期
的
な
採
用
力
を

強
化
し
よ
う
と
す
る
動
き
が
み
ら

れ
る
。

②�

採
用
範
囲
の
拡
大
と
自
前
の
人
材

育
成
の
強
化

　

第
二
は
、
人
材
の
採
用
範
囲
を

拡
大
し
つ
つ
、
必
要
な
人
材
を
自

前
で
育
成
す
る
動
き
で
あ
る
。
ス

キ
ル
の
あ
る
人
材
の
需
給
が
タ
イ

ト
化
す
る
中
、
入
社
後
に
自
社
内

等
で
必
要
な
ス
キ
ル
を
習
得
さ
せ

る
こ
と
を
前
提
に
、
幅
広
い
人
材

を
採
用
す
る
ケ
ー
ス
が
増
え
て
い

る
ほ
か
、
将
来
の
幹
部
等
を
自
社

内
で
戦
略
的
に
育
成
す
る
ケ
ー
ス

も
み
ら
れ
る
。

③
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
の
推
進

　

第
三
は
、
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
を

高
め
、
事
業
拡
大
に
つ
な
げ
る
動

き
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
も
女
性
や

高
齢
者
の
採
用
を
積
極
化
し
て
き

た
中
で
、
最
近
は
外
国
人
材
の
活

用
を
進
め
る
動
き
が
み
ら
れ
る
。
活

用
の
仕
方
に
つ
い
て
も
、
こ
れ
ま

で
の
よ
う
な
国
内
の
労
働
力
の
代

替
に
加
え
、
最
近
で
は
海
外
へ
の

図表3　進学・就職の際の東京圏への転出
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（図表３）進学・就職の際の東京圏への転出
＜地方圏の高校生の進学地域＞ ＜地方圏の大学生の就職地域＞

（出所）文部科学省「学校基本調査」、内閣官房「東京一極集中の要因分析に関する関連データ集」
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因分析に関する関連
データ集」
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新
た
な
事
業
展
開
を
見
据
え
た
採
用

も
み
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
オ
ン
ラ

イ
ン
ゲ
ー
ム
を
通
じ
て
知
り
合
っ
た

無
業
者
や
自
社
を
一
度
退
職
し
た
人

な
ど
、
従
来
の
枠
を
超
え
て
広
く
多

様
な
人
材
を
採
用
し
、
戦
力
化
す
る

先
も
あ
る
。

④�

就
労
意
識
の
変
化
へ
の
制
度
・
運

用
面
の
き
め
細
か
な
対
応

　

第
四
は
、
近
年
の
就
労
意
識
の
変

化
等
を
踏
ま
え
、
給
与
や
勤
務
体
系

等
を
き
め
細
か
く
見
直
す
動
き
で
あ

る
。
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
を

重
視
す
る
傾
向
な
ど
を
踏
ま
え
、
働
き

手
の
ニ
ー
ズ
や
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に

応
じ
て
給
与
や
勤
務
体
系
等
を
柔
軟

に
見
直
す
こ
と
に
よ
り
、
離
職
抑
制

等
に
取
り
組
む
動
き
が
み
ら
れ
る
。

⑤�

給
与
・
人
事
制
度
の
見
直
し
等
を

通
じ
た
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
向
上

　

最
後
は
、
給
与
・
人
事
制
度
や
経

営
の
あ
り
方
を
思
い
切
っ
て
見
直
す

こ
と
に
よ
り
、
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
向
上
を
図
る
動
き
で
あ

る
。
経
営
へ
の
参
画
機
会
や
現
場
の

裁
量
の
拡
大
、
能
力
開
発
の
機
会
の

提
供
な
ど
に
よ
っ
て
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
引
き
上
げ
る
こ
と
を
通
じ
て
、

生
産
性
の
向
上
や
離
職
抑
制
を
図
っ

て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
人
手
不
足
感
が
強

い
中
、
人
材
の
確
保
・
育
成
に
向
け

た
取
り
組
み
を
具
体
化
さ
せ
る
企
業

は
、地
域
を
問
わ
ず
存
在
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
企
業
に
共
通
し
て
い
る
の

は
、
多
様
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
環

境
を
整
備
す
る
こ
と
が
人
材
を
確
保

す
る
必
要
条
件
で
あ
る
と
の
認
識
や
、

自
社
で
獲
得
し
得
る
人
材
を
自
前
で

し
っ
か
り
と
育
成
し
て
い
か
な
け
れ

ば
企
業
と
し
て
の
成
長
は
難
し
い
と

い
う
認
識
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
２
）
関
係
者
と
連
携
し
た
取
り
組
み

　

人
材
の
確
保
・
育
成
に
向
け
た
動

き
は
個
別
企
業
に
限
っ
た
も
の
で
は

な
い
。
地
域
に
人
を
呼
び
込
む
と
い

う
視
点
か
ら
、
企
業
が
地
域
の
教
育

機
関
や
自
治
体
等
と
連
携
し
て
取
り

組
む
動
き
も
あ
る
。
特
徴
的
な
取
り

組
み
と
し
て
は
、
以
下
の
二
つ
が
挙

げ
ら
れ
る
。

①
教
育
機
関
等
と
の
連
携
の
強
化

　

第
一
は
、
教
育
機
関
等
と
の
連
携

の
強
化
で
あ
る
。
地
域
に
お
け
る
人

材
の
確
保
・
育
成
に
向
け
て
、
企
業

と
教
育
機
関
等
、
あ
る
い
は
地
域
の

企
業
間
で
連
携
を
強
化
し
、
や
や
長

い
目
で
み
て
地
域
で
活
躍
す
る
人
材

の
育
成
・
定
着
に
つ
な
げ
て
い
こ
う

と
す
る
取
り
組
み
が
み
ら
れ
る
。

　

ま
ず
、
企
業
と
教
育
機
関
等
の
連

携
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
連
携
と
言
え

ば
、
企
業
が
自
治
体
と
連
携
し
て
Ｕ

タ
ー
ン
等
を
促
進
す
る
取
り
組
み
が

多
く
み
ら
れ
て
い
た
が
、
最
近
は
そ

う
し
た
回
帰
を
促
す
た
め
の
連
携
に

加
え
、
転
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
連

携
が
み
ら
れ
て
い
る
。具
体
的
に
は
、

教
育
機
関
が
地
元
企
業
の
技
術
者
を

講
師
と
し
て
招
い
て
リ
レ
ー
シ
ョ
ン

を
強
化
し
た
り
、
地
元
企
業
へ
の
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
等
を
連
携
し
て
企

画
し
た
り
す
る
取
り
組
み
で
あ
る
。
こ

れ
ら
は
若
年
層
の
目
を
地
域
に
向
け

さ
せ
、
広
く
地
域
に
対
す
る
理
解
を
深

め
て
も
ら
う
こ
と
に
主
眼
が
あ
る
。

　

次
に
、
企
業
間
の
連
携
で
あ
る
。

限
ら
れ
た
人
的
資
源
を
地
域
内
で
効

率
的
に
活
用
す
る
た
め
に
、
季
節
的

な
繁
閑
に
応
じ
て
企
業
間
の
派
遣
に

よ
り
人
材
を
融
通
し
た
り
、
副
業
を

認
め
る
こ
と
で
人
手
不
足
に
悩
む
地

元
企
業
を
支
援
し
た
り
す
る
動
き
が

み
ら
れ
て
い
る
。

②�

地
域
の
「
強
み
」
を
活
か
し
た
事

業
や
起
業
へ
の
支
援

　

第
二
は
、
地
域
の
「
強
み
」
を
活

か
し
た
既
存
の
事
業
や
ス
タ
ー
ト
ア

ッ
プ
を
支
援
す
る
取
り
組
み
で
あ

る
。
農
業
や
観
光
な
ど
地
域
の
「
強
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み
」
を
活
か
し
た
事
業
の
拡
大
や
成

長
性
の
高
い
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
を
地

域
が
一
体
と
な
っ
て
支
援
し
、
地
域

全
体
と
し
て
雇
用
創
出
力
を
高
め
よ

う
と
す
る
動
き
が
み
ら
れ
る
。

　

生
産
性
の
高
い
企
業
が
新
規
か
つ

継
続
的
に
参
入
す
る
こ
と
は
、
地
域

経
済
の
持
続
的
な
成
長
に
つ
な
が

る
。
現
時
点
で
は
地
方
圏
に
お
け
る

開
業
率
は
東
京
圏
と
比
べ
て
低
い
が

（
図
表
４
）、
今
後
、
関
係
者
の
取
り

組
み
に
よ
り
差
別
化
さ
れ
た
製
品
や

サ
ー
ビ
ス
を
供
給
す
る
事
業
の
起
業

が
増
え
、
地
域
全
体
の
雇
用
創
出
力

の
向
上
に
つ
な
が
っ
て
い
く
か
注
目

さ
れ
る
。

３
．�

お
わ
り
に

　
　

 

～
課
題
と
展
望
～

　

地
方
圏
に
お
け
る
人
材
確
保
の
状

況
は
、
東
京
圏
へ
の
人
口
シ
フ
ト
が

続
い
て
い
る
こ
と
が
示
す
と
お
り

（
前
掲
図
表
２
）、
全
体
と
し
て
み
れ

ば
引
き
続
き
厳
し
い
。
し
か
し
、
前

節
で
み
た
よ
う
に
、
個
別
に
み
れ
ば

人
材
の
確
保
・
育
成
に
一
定
の
効
果

を
上
げ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
取
り
組

み
が
地
域
を
問
わ
ず
存
在
す
る
。

　

人
材
の
確
保
・
育
成
を
進
め
て
い

く
う
え
で
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
個

社
レ
ベ
ル
の
も
の
も
含
め
る
と
、
業

種
や
地
域
を
問
わ
ず
数
多
く
の
指
摘

が
聞
か
れ
た
。
そ
れ
ら
の
中
か
ら
、

「
地
域
全
体
」
か
つ
「
中
長
期
」
の
視

点
か
ら
指
摘
さ
れ
た
課
題
を
大
き
く

整
理
す
る
と
、
①
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど

の
環
境
変
化
へ
の
対
応
、
②
地
域
の

基
礎
体
力
の
向
上
、
③
粘
り
強
い
取
り

組
み
と
い
う
三
点
に
分
類
で
き
る
。

　

そ
れ
ぞ
れ
の
課
題
の
克
服
は
容
易

で
は
な
い
が
、
前
節
で
整
理
し
た

様
々
な
取
り
組
み
の
ほ
か
に
も
、
テ

レ
ワ
ー
ク
（
注
２
）
や
５
Ｇ
の
活
用
、

住
み
や
す
い
ま
ち
づ
く
り
や
教
育
環

境
の
整
備
な
ど
、
地
域
全
体
の
底
上

げ
に
つ
な
が
る
前
向
き
な
取
り
組
み

は
数
多
く
聞
か
れ
て
お
り
、
一
部
か

ら
は
実
際
に
成
果
が
上
が
り
つ
つ
あ

る
と
の
声
も
聞
か
れ
て
い
る
。

　

政
府
は
地
方
創
生
の
第
二
期

（
二
〇
二
〇
～
二
〇
二
四
年
度
）「
総

合
戦
略
」
の
策
定
に
向
け
て
、
施
策

の
方
向
性
を
示
し
た
「
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
基
本
方
針
」
を
二
〇
一

九
年
六
月
に
閣
議
決
定
し
た
。
そ
れ

に
よ
る
と
、
特
定
の
地
域
と
関
わ
り

続
け
る
「
関
係
人
口
」
の
創
出
に
加

え
、Society 5.0

（
注
３
）
の
実
現
に

向
け
た
技
術
の
活
用
な
ど
の
新
た
な

視
点
を
打
ち
出
し
て
い
る
。

　

本
稿
で
紹
介
し
た
よ
う
な
企
業

等
の
前
向
き
な
取
り
組
み
が
、
こ

の
戦
略
に
基
づ
く
各
種
政
策
と
相

俟
っ
て
、
地
方
圏
に
お
け
る
人
材

の
確
保
・
育
成
と
と
も
に
、
中
長

期
的
な
地
域
活
性
化
に
つ
な
が
っ

て
い
く
か
注
目
さ
れ
る
。

図表4　開業率の推移

（出所）法務省「登記統計」、国税庁「国税庁統計年報」
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（図表３）進学・就職の際の東京圏への転出
＜地方圏の高校生の進学地域＞ ＜地方圏の大学生の就職地域＞

（出所）文部科学省「学校基本調査」、内閣官房「東京一極集中の要因分析に関する関連データ集」
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（図表４）開業率の推移

（出所）法務省「登記統計」、国税庁「国税庁統計年報」
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（
注�

２
）
一
般
社
団
法
人
日
本
テ
レ
ワ
ー
ク
協
会
に
よ

る
と
、
テ
レ
ワ
ー
ク
と
は
「
情
報
通
信
技
術
を
活

用
し
た
、
場
所
や
時
間
に
と
ら
わ
れ
な
い
柔
軟
な

働
き
方
の
こ
と
」
と
定
義
さ
れ
て
い
る
。
詳
細
は

次
ペ
ー
ジ
を
参
照
。

（
注�

３
）「
第
５
期
科
学
技
術
基
本
計
画
」（
二
〇
一
六 

年

一
月
策
定
）
で
は
、
人
類
が
こ
れ
ま
で
経
験
し
て
き

た
社
会
を
、
狩
猟
社
会
（S

ociety 1.0

）、
農
耕
社

会
（S

ociety 2.0

）、
工
業
社
会
（S

ociety 3.0

）、

情
報
社
会
（S

ociety 4.0

）
と
呼
び
、
こ
れ
ら
に
続

く
べ
き
新
た
な
社
会
を
「S

ociety 5.0

」
と
名
付
け

た
。
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よ
る
副
業
・
兼
業
の
拡
大
を
後
押
し
す
る

動
き
な
ど
か
ら
増
加
し
て
い
る
と
み
ら
れ

る
（
図
表
B3
、
B4
）。

　

も
っ
と
も
、
利
用
企
業
か
ら
は
、
ク
ラ

ウ
ド
ソ
ー
シ
ン
グ
な
ど
に
よ
る
フ
リ
ー
ラ

ン
ス
の
活
用
に
つ
い
て
、
労
務
管
理
が
煩

雑
に
な
る
こ
と
へ
の
懸
念
や
外
部
人
材
を

活
用
す
る
こ
と
へ
の
不
安
を
指
摘
す
る
声

な
ど
が
聞
か
れ
て
い
る
。
そ
の
一
方
で
、

サ
ー
ビ
ス
を
運
営
す
る
企
業
か
ら
は
、
地

域
に
お
け
る
人
材
確
保
の
考
え
方
を
変
え

て
い
く
可
能
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー
シ
ン
グ
は
ま
だ
黎
明
期

に
あ
る
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
が
、
ス
キ
ル

シ
ェ
ア
を
通
じ
て
地
方
と
都
市
が
つ
な
が

る
仕
組
み
は
、
地
方
圏
の
企
業
等
に
お
け

る
新
た
な
人
材
確
保
の
か
た
ち
と
し
て
注

目
さ
れ
る
。

テ
レ
ワ
ー
ク
の
活
用
に
よ
る
新
し
い
働
き
方
の
実
現

形態 勤務場所による区分

雇用型

在宅勤務（自宅）

モバイルワーク（外出先）

サテライトオフィス（本来
の勤務先以外の場所）

自営型 （自宅や共用オフィスなど）

図表B2　テレワークの形態

図表B3　副業・兼業のスタンス
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（図表B1）テレワークの導入状況

（出所）総務省「通信利用動向調査」
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る企業の意識調査」、㈱クラウドワークス「2019 年９月期通期決算説明資料」

（出所）総務省「通信利用動向調査」

図表B4　クラウドワーカー数
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［
B
0
X
］

（
注�

４
）
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー
シ
ン
グ
と
は
、
不
特
定
の

人
（crow

d=

群
衆
）
に
業
務
委
託
（sourcing

）

す
る
と
い
う
意
味
の
造
語
で
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
な
ど
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
て
必
要
な
時

に
必
要
な
人
材
を
調
達
す
る
仕
組
み
の
こ
と
。

（万人）

（出所）総務省「通信利用動向調査」
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（図表 B3）副業・兼業のスタンス 
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近
年
、
働
き
方
の
多
様
化
や
情
報
通
信

技
術
の
進
化
な
ど
を
受
け
て
、
企
業
に
お

い
て
テ
レ
ワ
ー
ク
を
活
用
す
る
動
き
が
広

が
っ
て
い
る
（
図
表
B1
）。
テ
レ
ワ
ー
ク
は
、

企
業
等
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者
に
よ

る「
雇
用
型
」と
個
人
事
業
主
に
よ
る「
自

営
型
」
に
大
き
く
分
け
ら
れ
る
（
図
表
B2
）。

地
方
圏
の
企
業
か
ら
は
、
人
材
の
離
職
抑

制
な
ど
を
目
的
に
前
者
の
導
入
を
積
極
的

に
進
め
る
と
の
声
が
聞
か
れ
て
い
る
。

　

自
治
体
で
も
、
地
域
へ
の
人
の
流
れ
を

作
り
出
す
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
の
誘
致

に
対
す
る
積
極
的
な
姿
勢
が
目
立
つ
。
一

部
の
自
治
体
か
ら
は
誘
致
に
よ
り
人
口
の

社
会
増
を
実
現
し
た
と
の
声
も
聞
か
れ
て

い
る
。

　

自
営
型
テ
レ
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
は
、
ク

ラ
ウ
ド
ソ
ー
シ
ン
グ
（
注
４
）
の
可
能
性

が
注
目
さ
れ
る
。
仕
事
の
受
注
者
と
な
る

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
（
副
業
・
兼
業
を
含
む
）

の
人
口
は
、
働
き
方
の
多
様
化
や
政
府
に

４


